
地域団体商標の出願状況等について 

 

 

１．地域団体商標制度の概要 
 

（１）地域団体商標制度の目的 

地域ブランドを適切に保護することにより、事業者の信用の維持を図り、産業競

争力の強化と地域経済の活性化を支援する。 

 

（２）地域団体商標制度の概要 

地域の名称及び商品（役務）の名称等からなる商標が、事業協同組合や農業協同

組合等の団体によって、地域との密接な関連性を有する商品（役務）に使用された

結果、一定の範囲で周知（例えば隣接都道府県に及ぶ程度の需要者に認識されてい

ること）となった場合には、地域団体商標として登録を認める制度。 

平成１７年６月に成立した「商標法の一部を改正する法律」により制度改正を行

い、本年４月１日より施行されたところ。 

 

２．地域団体商標の出願状況（６月１５日現在） 
 

（１）出願件数（合計）：４６５件 

 

（２）地域別出願内訳一覧表 

 

北海道 東北 関東 甲信越 北陸 東海 

１３ ２７ ２６ ２８ ４１ ５２ 

近畿 中国 四国 九州 沖縄 その他 

１７３ ２３ １４ ３８ ２９ １ 

＊その他の１件は、外国（ジャマイカ）からの出願。 

 

（３）都道府県別出願内訳一覧表 

 

北海道 青森 岩手 宮城 秋田 山形 福島 茨城 栃木 群馬 

１３ ６ ０ ７ １ ９ ４ ３ ０ ３ 

埼玉 千葉 東京 神奈川 新潟 長野 山梨 静岡 愛知 岐阜 

２ ３ １０ ５ １７ ６ ５ ９ １７ ２２ 

三重 富山 石川 福井 滋賀 京都 大阪 兵庫 奈良 和歌山

４ ２ ２９ １０ ７ １１９ ４ ２７ ９ ７ 

鳥取 島根 岡山 広島 山口 香川 徳島 高知 愛媛 福岡 

３ ７ ２ １１ ０ １ ３ ５ ５ ５ 

佐賀 長崎 熊本 大分 宮崎 鹿児島 沖縄 その他   

３ ５ ４ ４ ８ ９ ２９ １   
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（４）分野別状況 

 

出願の傾向としては、農産物や海産物などの食品分野の出願が７割程度を占めて

おり、その他には、織物などの工業製品分野や温泉などの役務分野において出願さ

れている。 

 

 

３．地域団体商標制度の周知活動 
 
（１）説明会 

地域団体商標制度の円滑な導入のため、地方の団体や事業者等の関係者に対し、

昨年６月から７月に全国２１か所で法改正説明会を開催し、また、本年１月から３

月に全国４９か所で地域団体商標審査基準説明会を開催することにより、制度の周

知徹底に努めた。 

平成１８年度においても、全国４９か所で地域団体商標制度説明会を開催する予

定。 

 

（２）政府広報 

○テレビ番組 

４月：１回、５月：３回 

○新聞広告（平成１８年６月８日） 

中央紙５紙（朝日、産経、日経、毎日、読売） 

ブロック紙３紙（北海道新聞、東京・中日新聞、西日本新聞） 

地方紙６６紙 

 

４．今後の予定 
 
受け付けた出願については、関係省庁等と連携を図りながら慎重に審査を行い、今

秋以降、順次審査結果を出す予定。 
 



地地域域団団体体商商標標制制度度  
 目的： 地域ブランドをより適切に保護することにより、信用力の維持による競争力の強化

と地域経済の活性化を支援      

従来商標法の下での地域ブランド保護に関する問題点 

【従来】 【問題点】 

 3

知的財産推進計画２００４

（平成１６年５月２７日知的

財産戦略本部） 

新産業創造戦略（平成１６

年５月経済産業省） 
 

 
地域名と商品名からなる商標（地名入り商標）について、より早い段階で団体

商標として登録を受けることを可能とする。 
（平成１７年２月産業構造審議会 商標制度小委員会）  
 

（具体的改正内容） 

・地名入り商標について、事業協同組合や農業協同組合によって使用されたこ 

 とにより、例えば、複数都道府県に及ぶほどの周知性を獲得した場合には、 

 地域団体商標として登録を認める。 

・一方、地名入り商標の出願前から同一の商標を使用している第三者は、 

 自己のためであれば当該商標を使用することができる。 

・地域団体商標が登録された後に、周知性や地域との関連性が失われ 

 た場合に無効審判の対象とするとともに、商品の品質の誤認を生じ 

 させるような不適切な方法で登録商標を使用した場合に取消審判の 

 対象とする。 

改正の内容 

①の場合 
図形と一体でないと使用できない。 

 
異なる図形を付した同一文字の使用を

排除できない。 
 

      ②の場合 

全国的な知名度を獲得しないと登録を

受けられない。 
 

 

 従来の商標法では、地域名と商品名からな

る商標は、一定の要件の下でしか商標登録を

受けることを認めていない。 

 登録を受けることができるのは、 

①図形等を組み合わせた場合 
（例：小田原かまぼこ、 
   大館曲げわっぱ等） 

②全国的な知名度を獲得したことにより、特

定の事業者の商品であることを識別できる

場合 
（例：夕張メロン、 それまでの間に他者の便乗を排除でき

ない。 

 
   西陣織等） 

       


